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議案第６６号  令和６年度 三豊 市一般 会計歳 入歳出 決算 認定 について ３ 

議案第６７号  
令和６年度 三豊 市国民 健康保 険事業 特別 会計 歳入歳 出決算 認
定について 

４ 

議案第６８号  
令和６年度 三豊 市国民 健康保 険診療 所事 業特 別会計 歳入歳 出
決算認 定について 

５ 

議案第６９号  
令和６年度 三豊 市後期 高齢者 医療事 業特 別会 計歳入 歳出決 算
認定について 

６ 

議案第７０号  
令和６年度 三豊 市介護 保険事 業特別 会計 歳入 歳出決 算認定に
ついて 

７ 

議案第７１号  
令和６年度 三豊 市介護 サービス事業特 別会計 歳入歳 出決算 認
定について 

８ 

議案第７２号  
令和６年度 三豊 市浄化 槽整備 推進事 業特 別会 計歳入 歳出決 算
認定について 

９ 

議案第７３号  
令和６年度 三豊 市港湾 整備事 業特別 会計 歳入 歳出決 算認定に
ついて 

１０ 

議案第７４号  
令和６年度 三豊 市国道 用地先 行取得 事業 特別 会計歳 入歳出 決
算認定について 

１１ 

議案第７５号  令和６年度 三豊 市病院 事業会 計決算 認定について １２ 

議案第７６号  令和６年度 三豊 市集落 排水事 業会計 決算 認定 について １３ 

議案第７７号  令和７年度 三豊 市一般 会計補 正予算 （第３号） １４ 

議案第７８号  
令和７年度 三豊 市国民 健康保 険事業 特別 会計 補正予 算（第１
号） 

１５ 

議案第７９号  
令和７年度 三豊 市国民 健康保 険診療 所事 業特 別会計 補正予 算
（第２号） 

１６ 

議案第８０号  
令和７年度 三豊 市後期 高齢者 医療事 業特 別会 計補正 予算（第
１号） 

１７ 

議案第８１号  令和７年度 三豊 市介護 保険事 業特別 会計 補正 予算（第３号） １８ 

議案第８２号  
令和７年度 三豊 市浄化 槽整備 推進事 業特 別会 計補正 予算（第
１号） 

１９ 

議案第８３号  令和７年度 三豊 市港湾 整備事 業特別 会計 補正 予算（第１号） ２０ 

議案第８４号  
令和７年度 三豊 市国道 用地先 行取得 事業 特別 会計補 正予算
（第１号） 

２１ 

議案第８５号  令和７年度 三豊 市病院 事業会 計補正 予算（第３号） ２２ 
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議案第８６号  
三豊市 乳児等 通園 支援 事業の設備 及び運営に関する基準を定
める条例の制定について 

２３ 

議案第８７号  
三豊市 職員の勤務 時間 、休暇 等に関する条例の一部改 正につ
いて 

２５ 

議案第８８号  三豊市 職員の育児 休業 等に関する条例の一部 改正について ３０ 

議案第８９号  
三豊市 議会議 員の議員 報酬、費用 弁償等に関 する条例の一部
改正について 

３４ 

議案第９０号  三豊市 市民センター条 例等の一部 改正について ３６ 
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準を定める条 例の一部 改正について 
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議案第９４号  
三豊市 風致地 区内における建築 等の規制に関 する条例の一部
改正について 
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議案第６６号 

  

   令和６年度三豊市一般会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市一般会計歳入歳出決算を、

別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第６７号 

  

   令和６年度三豊市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市国民健康保険事業特別会

計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第６８号 

  

   令和６年度三豊市国民健康保険診療所事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市国民健康保険診療所事業

特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第６９号 

  

   令和６年度三豊市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市後期高齢者医療事業特別

会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７０号 

  

   令和６年度三豊市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市介護保険事業特別会計歳

入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７１号 

  

   令和６年度三豊市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市介護サービス事業特別会

計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７２号 

  

   令和６年度三豊市浄化槽整備推進事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市浄化槽整備推進事業特別

会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７３号 

  

   令和６年度三豊市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市港湾整備事業特別会計歳

入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７４号 

  

   令和６年度三豊市国道用地先行取得事業特別会計歳入歳出決算認定について 

  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度三豊市国道用地先行取得事業特

別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７５号 

  

   令和６年度三豊市病院事業会計決算認定について 

  

 地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和６年度三豊市病院事業会計決算を、

別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７６号 

  

   令和６年度三豊市集落排水事業会計決算認定について 

  

 地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和６年度三豊市集落排水事業会計決算

を、別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７７号 

  

   令和７年度三豊市一般会計補正予算（第３号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市一般会計補正予算（第３

号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７８号 

  

   令和７年度三豊市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市国民健康保険事業特別会

計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第７９号 

  

   令和７年度三豊市国民健康保険診療所事業特別会計補正予算（第２号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市国民健康保険診療所事業

特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第８０号 

  

   令和７年度三豊市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市後期高齢者医療事業特別

会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第８１号 

  

   令和７年度三豊市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市介護保険事業特別会計補

正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第８２号 

  

   令和７年度三豊市浄化槽整備推進事業特別会計補正予算（第１号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市浄化槽整備推進事業特別

会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第８３号 

  

   令和７年度三豊市港湾整備事業特別会計補正予算（第１号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市港湾整備事業特別会計補

正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第８４号 

  

   令和７年度三豊市国道用地先行取得事業特別会計補正予算（第１号） 

  

 地方自治法第２１８条第１項の規定により、令和７年度三豊市国道用地先行取得事業特

別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。  

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第８５号 

  

   令和７年度三豊市病院事業会計補正予算（第３号） 

  

 令和７年度三豊市病院事業会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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議案第８６号 

  

   三豊市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定につい

て 

  

 三豊市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように定め

る。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

  

   三豊市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

  

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第３４

条の１６第１項前段の規定に基づき、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準

を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及び乳児等通園支援事業の設備及び運営に

関する基準（令和7年内閣府令第1号。以下「府令」という。）において使用する用語の

例による。 

 （設備及び運営に関する基準） 

第３条 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、

府令の定めるところによる。 

 （暴力団の排除） 

第４条 乳児等通園支援事業者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成3年法律第77号）に規定する暴力団若しくは暴力団員又はこれらの者と密接な関係を

有すると認められる者であってはならない。 

 （委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８７号 

  

   三豊市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

  

 三豊市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

 

   三豊市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 三豊市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成18年三豊市条例第50号）の一部を次

のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

(育児又は介護を行う職員の正規の勤務時間以外

の時間における勤務等の制限) 

(育児又は介護を行う職員の正規の勤務時間以外

の時間における勤務等の制限) 

第10条 任命権者は、小学校就学の始期に達するま

での子を養育する職員が、規則で定めるところに

より、当該子を養育するために請求した場合に

は、当該請求をした職員の業務を処理するための

措置を講ずることが著しく困難である場合を除

き、第8条に規定する勤務(災害その他避けること

のできない事由に基づく臨時の勤務を除く。)を

させてはならない。 

第10条 任命権者は、3歳に満たない子     

   を養育する職員が、規則で定めるところに

より、当該子を養育するために請求した場合に

は、当該請求をした職員の業務を処理するための

措置を講ずることが著しく困難である場合を除

き、第8条に規定する勤務(災害その他避けること

のできない事由に基づく臨時の勤務を除く。)を

させてはならない。 

2・3 略 2・3 略 

4 前3項の規定は、第17条第1項に規定する日常生

活を営むのに支障がある者(以下この項において

「要介護者」という。)を介護する職員について準

用する。この場合において、第1項中「小学校就学

の始期に達するまでの子を養育する職員が、規則

で定めるところにより、当該子を養育」とあり、

第2項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員(職員の配偶者で当該子の親であるもの

が、深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間を

いう。以下この項において同じ。)において常態と

して当該子を養育することができるものとして

規則で定める者に該当する場合における当該職

員を除く。)が、規則で定めるところにより、当該

子を養育」とあり、及び前項中「小学校就学の始

期に達するまでの子のある職員が、規則で定める

ところにより、当該子を養育」とあるのは、「要

介護者のある職員(ただし、規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。)が、規則で

定めるところにより、当該要介護者を介護」と、

第1項中「当該請求をした職員の業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である」と

あるのは「公務の正常な運営を妨げる」と、第2項

4 前3項の規定は、第17条第1項に規定する日常生

活を営むのに支障がある者(以下この項において

「要介護者」という。)を介護する職員について準

用する。この場合において、第1項中「3歳に満た

ない子        を養育する職員が、規則

で定めるところにより、当該子を養育」とあり、

第2項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員(職員の配偶者で当該子の親であるもの

が、深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間を

いう。以下この項において同じ。)において常態と

して当該子を養育することができるものとして

規則で定める者に該当する場合における当該職

員を除く。)が、規則で定めるところにより、当該

子を養育」とあり、及び前項中「小学校就学の始

期に達するまでの子のある職員が、規則で定める

ところにより、当該子を養育」とあるのは、「要

介護者のある職員(ただし、規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。)が、規則で

定めるところにより、当該要介護者を介護」と、

第1項中「当該請求をした職員の業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である」と

あるのは「公務の正常な運営を妨げる」と、第2項
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中「深夜における」とあるのは「深夜(午後10時か

ら翌日の午前5時までの間をいう。)における」と

読み替えるものとする。 

中「深夜における」とあるのは「深夜(午後10時か

ら翌日の午前5時までの間をいう。)における」と

読み替えるものとする。 

5 略 5 略 

(介護休暇) (介護休暇) 

第17条 介護休暇は、職員が要介護者(配偶者(届出

をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下この項において同じ。)、父母、子、

配偶者の父母その他規則で定める者(第18条の4

第1項において「配偶者等」という。)で負傷、疾

病又は老齢により規則で定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同

じ。)の介護をするため、任命権者が、規則で定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介護者

の各々が当該介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、3回を超えず、かつ、通算して6月(定年

前再任用短時間勤務職員にあっては、規則で定め

る期間)を超えない範囲内で指定する期間(以下

「指定期間」という。)内において勤務しないこと

が相当であると認められる場合における休暇と

する。 

第17条 介護休暇は、職員が要介護者(配偶者(届出

をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下この項において同じ。)、父母、子、

配偶者の父母その他規則で定める者     

                 で負傷、疾

病又は老齢により規則で定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同

じ。)の介護をするため、任命権者が、規則で定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介護者

の各々が当該介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、3回を超えず、かつ、通算して6月(定年

前再任用短時間勤務職員にあっては、規則で定め

る期間)を超えない範囲内で指定する期間(以下

「指定期間」という。)内において勤務しないこと

が相当であると認められる場合における休暇と

する。 

2・3 略 2・3 略 

(会計年度任用職員の勤務時間、休暇等) (会計年度任用職員の勤務時間、休暇等) 

第18条の2 略 第18条の2 略 

 (妊娠、出産等についての申出をした職員に対す

る意向確認等) 

 

第18条の3 任命権者は、三豊市職員の育児休業等

に関する条例(平成18年三豊市条例第51号)第13

条第1項の措置を講ずるに当たっては、同条の規

定による申出をした職員(以下この項において

「申出職員」という。)に対して、次に掲げる措置

を講じなければならない。 

 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制

度又は措置(次号において「出生時両立支援制

度等」という。)その他の事項を知らせるための

措置 

 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申

出(以下「請求等」という。)に係る申出職員の

意向を確認するための措置 

 

(3) 三豊市職員の育児休業等に関する条例第13

条の規定による申出に係る子の心身の状況又

は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因

して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生

することが予想される職業生活と家庭生活と
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の両立の支障となる事情の改善に資する事項

に係る申出職員の意向を確認するための措置 

2 任命権者は、3歳に満たない子を養育する職員

(以下この項において「対象職員」という。)に対

して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制

度又は措置(次号において「育児期両立支援制

度等」という。)その他の事項を知らせるための

措置 

 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象

職員の意向を確認するための措置 

 

(3) 対象職員の3歳に満たない子の心身の状況

又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起

因して発生し、又は発生することが予想される

職業生活と家庭生活との両立の支障となる事

情の改善に資する事項に係る対象職員の意向

を確認するための措置 

 

3 任命権者は、第1項第3号又は前項第3号の規定に

より意向を確認した事項の取扱いに当たっては、

当該意向に配慮しなければならない。 

 

 (配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員

に対する意向確認等) 

 

第18条の4 任命権者は、職員が配偶者等が当該職

員の介護を必要とする状況に至ったことを申し

出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との

両立に資する制度又は措置(以下この条及び次条

において「介護両立支援制度等」という。)その他

の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等

の請求等に係る当該職員の意向を確認するため

の面談その他の措置を講じなければならない。 

 

2 任命権者は、職員に対して、当該職員が40歳に達

した日の属する年度(4月1日から翌年の3月31日

までをいう。)において、前項に規定する事項を知

らせなければならない。 

 

 (勤務環境の整備に関する措置)  

第18条の5 任命権者は、介護両立支援制度等の請

求等が円滑に行われるようにするため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 

 (1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研

修の実施 

 

 (2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整

備 
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 (3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境

の整備に関する措置 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の三豊市職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の規定は、令和７年１０月１日から適用する。 
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議案第８８号 

  

   三豊市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

  

 三豊市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

  

   三豊市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

  

 三豊市職員の育児休業等に関する条例（平成18年三豊市条例第51号）の一部を次のよう

に改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

 (部分休業をすることができない職員)  (部分休業をすることができない職員) 

第9条 育児休業法第19条第1項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。 

第9条 育児休業法第19条第1項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。 

 (1) 略  (1) 略 

 (2) 勤務日の日数            を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常勤

職員(地方公務員法第22条の4第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員を除く。次条にお

いて同じ。) 

 (2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常勤

職員(地方公務員法第22条の4第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員を除く。    

     ) 

 (第1号部分休業の承認)  (部分休業   の承認) 

第10条      育児休業法第19条第2項第1号に

掲げる範囲内で請求する同条第1項に規定する部

分休業(以下「第1号部分休業」という。)の承認は、

                   30分

を単位として行うものとする。 

第10条 部分休業(育児休業法第19条第1項に規定

する部分休業をいう。以下同じ。)       

                 の承認は、

正規の勤務時間の初め又は終わりにおいて、30分

を単位として行うものとする。 

2 勤務時間条例第16条の規定により規則で定める

育児のための特別休暇又は勤務時間条例第17条

の2第1項の規定による介護時間の承認を受けて

勤務しない職員に対する第1号部分休業の承認に

ついては、1日につき2時間から当該特別休暇又は

当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

2 勤務時間条例第16条の規定により規則で定める

育児のための特別休暇又は勤務時間条例第17条

の2第1項の規定による介護時間の承認を受けて

勤務しない職員に対する部分休業   の承認に

ついては、1日につき2時間から当該特別休暇又は

当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

3 非常勤職員に対する第1号部分休業の承認につ

いては、1日につき、当該非常勤職員について1日

につき定められた勤務時間から5時間45分を減じ

た時間を超えない範囲内で(当該非常勤職員が労

働基準法第67条の規定による育児時間(以下「育

児時間」という。)又は育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

(平成3年法律第76号)第61条の2第20項    

            の規定による介護を

するための時間(以下「介護をするための時間」と

いう。)の承認を受けて勤務しない場合にあって

3 非常勤職員に対する部分休業   の承認につ

いては、1日につき、当該非常勤職員について1日

につき定められた勤務時間から5時間45分を減じ

た時間を超えない範囲内で(当該非常勤職員が労

働基準法第67条の規定による育児時間(以下「育

児時間」という。)又は育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

(平成3年法律第76号)第61条第32項において読み

替えて準用する同条第29項の規定による介護を

するための時間(以下「介護をするための時間」と

いう。)の承認を受けて勤務しない場合にあって
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は、当該時間を超えない範囲内で、かつ、2時間か

ら当該育児時間又は当該介護をするための時間

の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を

超えない範囲内で)行うものとする。 

は、当該時間を超えない範囲内で、かつ、2時間か

ら当該育児時間又は当該介護をするための時間

の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を

超えない範囲内で)行うものとする。 

 (第2号部分休業の承認)  

第10条の2 育児休業法第19条第2項第2号に掲げる

範囲内で請求する同条第1項に規定する部分休業

(以下「第2号部分休業」という。)の承認は、1時

間を単位として行うものとする。ただし、次の各

号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に

定める時間数の第2号部分休業を承認することが

できる。 

 

 (1) 1回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を

単位とした時間がある場合であって、当該勤

務時間の全てについて承認の請求があったと

き 当該勤務時間の時間数 

 

 (2) 第2号部分休業の残時間数に1時間未満の端

数がある場合であって、当該残時間数の全てに

ついて承認の請求があったとき 当該残時間

数 

 

 (育児休業法第19条第2項の条例で定める1年の期

間) 

 

第10条の3 育児休業法第19条第2項の条例で定め

る1年の期間は、毎年4月1日から翌年3月31日まで

とする。 

 

 (育児休業法第19条第2項第2号の人事院規則で定

める時間を基準として条例で定める時間) 

 

第10条の4 育児休業法第19条第2項第2号の人事院

規則で定める時間を基準として条例で定める時

間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該

各号に定める時間とする。 

 

 (1) 非常勤職員以外の職員 77時間30分  

 (2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日1日

当たりの勤務時間数に10を乗じて得た時間 

 

 (育児休業法第19条第3項の条例で定める特別の

事情) 

 

第10条の5 育児休業法第19条第3項の条例で定め

る特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病により入

院したこと、配偶者と別居したことその他の同条

第2項の規定による申出時に予測することができ

なかった事実が生じたことにより同条第3項の規

定による変更(以下「第3項変更」という。)をしな

ければ同項の職員の小学校就学の始期に達する

までの子の養育に著しい支障が生じると任命権
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者が認める事情とする。 

 (部分休業をしている職員の給与の取扱い)  (部分休業をしている職員の給与の取扱い) 

第11条 職員が育児休業法第19条第1項に規定する

部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、そ

の勤務しない1時間につき、給与条例第22条に規

定する勤務時間1時間当たりの給与額を減額した

給与を支給する。 

第11条 職員が               

部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、そ

の勤務しない1時間につき、給与条例第22条に規

定する勤務時間1時間当たりの給与額を減額した

給与を支給する。 

2 略 2 略 

 (部分休業の承認の取消事由)  (部分休業の承認の取消事由) 

第12条 育児休業法第19条第6項において準用する

育児休業法第5条第2項の条例で定める事由は、職

員が第3項変更をしたときとする。 

第12条 第8条の6の規定は、部分休業について準用

する。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の三豊市職員の育児休業等

に関する条例は、令和７年１０月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成3年法律第110号）第１９条第２項第２号

に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間にお

ける部分休業の承認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の三豊市職員の

育児休業等に関する条例第１０条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時

間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」

とする。 
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議案第８９号 

  

   三豊市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部改正について 

  

 三豊市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

  

   三豊市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

  

 三豊市議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例（平成18年三豊市条例第54号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

(議員報酬の額) (議員報酬の額) 

第2条 議員報酬の額は、次のとおりとする。 

(単位：円) 

第2条 議員報酬の額は、次のとおりとする。 

      

区分 議員報酬額 

議会の議長 月額 519,000 

議会の副議長 月額 454,000 

議会の議員 月額 422,000 
 

区分 議員報酬額 

議会の議長 月額 504,000円

議会の副議長 月額 439,000円

議会の議員 月額 407,000円
 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例の施行の日以後初めてその期日を告示さ

れる一般選挙により選出された議員の任期が始まる日から適用する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の規定に基づき支給される議員報酬については、なお従前の

例による。 
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議案第９０号 

  

   三豊市市民センター条例等の一部改正について 

  

 三豊市市民センター条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

  

   三豊市市民センター条例等の一部を改正する条例 

  

 （三豊市市民センター条例の一部改正） 

第１条 三豊市市民センター条例（平成28年三豊市条例第7号）の一部を次のように改正

する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

(休館日等) (休館日等) 

第3条 センターの開館時間及び休館日は、次のと

おりとする。ただし、市長が特に必要があると認

めたときは、これを変更し、又は臨時に休館日を

設けることができる。 

第3条 センターの開館時間及び休館日は、次のと

おりとする。ただし、市長が特に必要があると認

めたときは、これを変更し、又は臨時に休館日を

設けることができる。 

 (1) 開館時間  (1) 開館時間 

名称 開館時間 

市民センター三野 午前8時30分から午後5時

15分まで 

市民センター詫間 午前8時30分から午後10

時まで 

略 
 

名称 開館時間 

市民センター三野 午前8時30分から午後5時

15分まで 

略 
 

 (2) 休館日  (2) 休館日 

名称 休館日 

市民センター三野 ア 日曜日及び土曜日 

イ 国民の祝日に関する

法律(昭和23年法律第1

78号)に規定する休日 

ウ 12月29日から翌年1

月3日まで 

市民センター詫間 12月29日から翌年1月3日

まで 

略 
 

名称 休館日 

市民センター三野 ア 日曜日及び土曜日 

イ 国民の祝日に関する

法律(昭和23年法律第1

78号)に規定する休日 

ウ 12月29日から翌年1

月3日まで 

略 
 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 

名称 位置 

市民センター三野 三豊市三野町下高瀬1978

番地1 

市民センター詫間 三豊市詫間町詫間1338番

地13 

略 
 

名称 位置 

市民センター三野 三豊市三野町下高瀬1978

番地1 

略 
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別表第2(第9条関係) 別表第2(第9条関係) 

1 市民センター詫間  

(単位：円、1時間当たり)  

区分 使用料 

コミュニティルーム1 300 

コミュニティルーム2 300 

コミュニティルーム3 300 

コミュニティルーム4 200 

コミュニティルーム5 200 
 

 

  

2 市民センター仁尾  市民センター仁尾 

(単位：円、1時間当たり) 

区分 使用料 

調理実習室 300  

略 
 

              (単位：1時間当たり) 

区分 使用料 

調理実習室 300円 

略 
 

 (削除)  備考 

   1 冷暖房料を含む。 

   2 利用時間には、準備及び利用後の整理時間

を含むものとする。 

   3 市外の団体・個人の利用については、当該

使用料の2倍の額とする。 

   4 営業又は営利目的の利用については、当該

使用料の2倍(前項にも該当する場合は4倍)

の額とする。 

   5 利用時間に1時間未満の端数が生じた場合

は、端数を1時間とする。 

3 共通事項  

 (1) 使用料には、冷暖房料を含む。  

 (2) 利用時間には、準備及び利用後の整理時間

を含む。 

 

 (3) 市外の団体・個人の利用については、当該

使用料の2倍の額とする。 

 

 (4) 営業又は営利目的の利用については、当該

使用料の2倍(前項にも該当する場合は4倍)の

額とする。 

 

 (5) 利用時間に1時間未満の端数が生じた場合

は、端数を1時間とする。 

 

 （三豊市支所設置条例の一部改正） 

第２条 三豊市支所設置条例（平成18年三豊市条例第9号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよ

うに改正する。 
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改正後 改正前 

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 

名称 位置 所管区域 

略 

詫間支所 三豊市詫間町詫間1

338番地13 

詫間町の区域 

略 
 

名称 位置 所管区域 

略 

詫間支所 三豊市詫間町詫間133

8番地127 

詫間町の区域 

略 
 

 （三豊市公民館条例の一部改正） 

第３条 三豊市公民館条例（平成18年三豊市条例第212号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 

 (1) 公民館  (1) 公民館 

名称 位置 

略 

三豊市詫間町公民

館 

三豊市詫間町詫間1338番

地13 

略 
 

名称 位置 

略 

三豊市詫間町公民

館 

三豊市詫間町詫間1338番

地127 

略 
 

 (2) 略  (2) 略 

   附 則 

 この条例は、令和８年１月１日から施行する。 
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議案第９１号 

  

   三豊市粟島海洋記念公園条例の一部改正について 

  

 三豊市粟島海洋記念公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

  

   三豊市粟島海洋記念公園条例の一部を改正する条例 

  

 三豊市粟島海洋記念公園条例（平成18年三豊市条例第186号）の一部を次のように改正

する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

別表(第7条関係) 別表(第7条関係) 

 1 宿泊施設使用料  1 宿泊施設使用料 

  略   略 

 2 その他施設使用料  2 その他施設使用料 

  (1) ル・ポール粟島貸室使用料(1時間当たり)   (1) ル・ポール粟島貸室使用料(1時間当たり) 

    略     略 

  (2) キャンプ場   (2) キャンプ場 

(単位：円) (単位：円) 

テント1張り1日 持込み 960
 

テント1張り1日 持込み 960
 

  (3) 電動キックボード  

(単位：円)  

1台1時間(9：00～20：00) 1,000
 

 

  

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月３日から施行する。 
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議案第９２号 

  

   三豊市税条例の一部改正について 

  

 三豊市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

  

   三豊市税条例の一部を改正する条例 

  

 三豊市税条例（平成18年三豊市条例第68号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

 (所得控除)  (所得控除) 

第34条の2 所得割の納税義務者が法第314条の2第

1項各号のいずれかに掲げる者に該当する場合に

は、同条第1項及び第3項から第11項までの規定に

より雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除

額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配偶者

控除額、配偶者特別控除額、扶養控除額又は特定

親族特別控除額を、前年の合計所得金額が2,500

万円以下である所得割の納税義務者については、

同条第2項、第6項及び第11項の規定により基礎控

除額をそれぞれその者の前年の所得について算

定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得金

額から控除する。 

第34条の2 所得割の納税義務者が法第314条の2第

1項各号のいずれかに掲げる者に該当する場合に

は、同条第1項及び第3項から第11項までの規定に

より雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除

額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配偶者

控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額   

       を、前年の合計所得金額が2,500

万円以下である所得割の納税義務者については、

同条第2項、第6項及び第11項の規定により基礎控

除額をそれぞれその者の前年の所得について算

定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得金

額から控除する。 

 (市民税の申告)  (市民税の申告) 

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月15

日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による申

告書を市長に提出しなければならない。ただし、

法第317条の6第1項又は第4項の規定により給与

支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出す

る義務がある者から1月1日現在において給与又

は公的年金等の支払を受けている者で前年中に

おいて給与所得以外の所得又は公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかったもの(公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社

会保険料控除額(令第48条の9の7に規定するもの

を除く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命保

険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の

合計所得金額が900万円以下であるものに限る。)

の法第314条の2第1項第10号の2に規定する自己

と生計を一にする配偶者(前年の合計所得金額が

95万円以下であるものに限る。)で控除対象配偶

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月15

日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による申

告書を市長に提出しなければならない。ただし、

法第317条の6第1項又は第4項の規定により給与

支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出す

る義務がある者から1月1日現在において給与又

は公的年金等の支払を受けている者で前年中に

おいて給与所得以外の所得又は公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかったもの(公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社

会保険料控除額(令第48条の9の7に規定するもの

を除く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命保

険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の

合計所得金額が900万円以下であるものに限る。)

の法第314条の2第1項第10号の2に規定する自己

と生計を一にする配偶者(前年の合計所得金額が

95万円以下であるものに限る。)で控除対象配偶
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者に該当しないものに係るものを除く。)法第314

条の2第4項    に規定する扶養控除額若し

くは特定親族特別控除額(特定親族(同条第1項第

12号に規定する特定親族をいう。第36条の3の2第

1項第3号及び第36条の3の3第1項において同

じ。)(前年の合計所得金額が85万円以下であるも

のに限る。)に係るものを除く｡)の控除又はこれ

らと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の

控除、法第313条第8項に規定する純損失の金額の

控除、同条第9項に規定する純損失若しくは雑損

失の金額の控除若しくは第34条の7第1項及び第2

項の規定により控除すべき金額(以下この条にお

いて「寄附金税額控除額」という。)の控除を受け

ようとするものを除く。以下この条において「給

与所得等以外の所得を有しなかった者」という。)

及び第24条第2項に規定する者(施行規則第2条の

2第1項の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)に

ついては、この限りでない。 

者に該当しないものに係るものを除く。)若しく

は法第314条の2第4項に規定する扶養控除額  

                     

                     

                     

                     

              の控除又はこれ

らと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の

控除、法第313条第8項に規定する純損失の金額の

控除、同条第9項に規定する純損失若しくは雑損

失の金額の控除若しくは第34条の7第1項及び第2

項の規定により控除すべき金額(以下この条にお

いて「寄附金税額控除額」という。)の控除を受け

ようとするものを除く。以下この条において「給

与所得等以外の所得を有しなかった者」という。)

及び第24条第2項に規定する者(施行規則第2条の

2第1項の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)に

ついては、この限りでない。 

2～9 略 2～9 略 

 (個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書) 

 (個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書) 

第36条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書の

提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の

支払者(以下この条において「給与支払者」とい

う。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

第36条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書の

提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の

支払者(以下この条において「給与支払者」とい

う。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

 (3) 扶養親族又は特定親族の氏名  (3) 扶養親族      の氏名 

 (4) 略  (4) 略 

2～6 略 2～6 略 

 (個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

 (個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、特

定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額が9

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、特

定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額が9
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00万円以下であるものに限る。)の自己と生計を

一にする配偶者(退職手当等(第53条の2に規定す

る退職手当等に限る。以下この項において同じ。)

に係る所得を有する者であって、合計所得金額が

95万円以下であるものに限る。)をいう。第2号に

おいて同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未満の者又

は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る

所得を有する者に限る。)若しくは特定親族(退職

手当等に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が85万円以下であるものに限る。)を有する

者(以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書の

提出の際に経由すべき所得税法第203条の6第1項

に規定する公的年金等の支払者(以下この条にお

いて「公的年金等支払者」という。)から毎年最初

に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。 

00万円以下であるものに限る。)の自己と生計を

一にする配偶者(退職手当等(第53条の2に規定す

る退職手当等に限る。以下この項において同じ。)

に係る所得を有する者であって、合計所得金額が

95万円以下であるものに限る。)をいう。第2号に

おいて同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未満の者又

は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る

所得を有する者に限る。)          

                     

                 を有する

者(以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書の

提出の際に経由すべき所得税法第203条の6第1項

に規定する公的年金等の支払者(以下この条にお

いて「公的年金等支払者」という。)から毎年最初

に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施

行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略  

 (3) 扶養親族又は特定親族の氏名  (3) 扶養親族      の氏名 

 (4) 略  (4) 略 

2～5 略 2～5 略 

   附 則    附 則 

 (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例)  (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第16条の2 略 第16条の2 略 

 (加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特

例) 

 

第16条の2の2 令和8年4月1日以後に第92条の2第1

項の売渡し又は同条第2項の売渡し若しくは消費

等(次項において「売渡し等」という。)が行われ

た加熱式たばこ(第92条第1号オに掲げる加熱式

たばこをいい、第93条の2の規定により製造たば

ことみなされるものを含む。以下この条において

同じ。)に係る第94条第1項の製造たばこの本数

は、同条第3項の規定にかかわらず、当分の間、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方

法により換算した紙巻たばこ(第92条第1号アに

掲げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項に

おいて同じ。)の本数によるものとする。 

 

 (1) 葉たばこ(たばこ事業法第2条第2号に規定

する葉たばこをいう。)を原料の全部又は一部

としたものを紙その他これに類する材料のも

ので巻いた加熱式たばこ(当該葉たばこを原
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料の全部又は一部としたものを施行規則附則

第8条の4の2に規定するところにより直接加

熱することによって喫煙の用に供されるもの

に限る。) 当該加熱式たばこの重量(フィル

ターその他の施行規則附則第8条の4の3に規

定するものに係る部分の重量を除く。以下こ

の項から第3項までにおいて同じ。)の0.35グ

ラムをもって紙巻たばこの1本に換算する方

法。ただし、当該加熱式たばこの1本当たりの

重量が0.35グラム未満である場合にあって

は、当該加熱式たばこの1本をもって紙巻たば

この1本に換算する方法 

 (2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当

該加熱式たばこの重量の0.2グラムをもって紙

巻たばこの1本に換算する方法。ただし、当該

加熱式たばこの品目ごとの1個当たりの重量が

4グラム未満である場合にあっては、当該加熱

式たばこの品目ごとの1個をもって紙巻たばこ

の20本に換算する方法 

 

2 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第1

号ただし書の規定の適用を受けるもの及び同項

第2号ただし書の規定の適用を受けるもの以外の

ものの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合

における計算は、売渡し等が行われた加熱式たば

この品目ごとの1個当たりの重量に当該加熱式た

ばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項

各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計重量を

紙巻たばこの本数に換算する方法により行うも

のとする。 

 

3 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの重量に0.1グラム未満の端数

がある場合には、その端数を切り捨てるものとす

る。 

 

4 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第93条の2の

規定により製造たばことみなされるものに限

る。)のうち、次に掲げるものについては、同号た

だし書の規定は、適用しない。 

 

 (1) 第1項第1号に掲げる加熱式たばこと併せて

喫煙の用に供されるもの 

 

 (2) 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第93条

の2の規定により製造たばことみなされるもの

を除く。)と併せて喫煙の用に供される加熱式

たばこ(同条の規定により製造たばことみなさ

れるものに限る。)であって当該加熱式たばこ

のみの品目のもの 
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   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例の次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第３４条の２、第３６条の２第１項ただし書、第３６条の３の２第１項第３号及

び第３６条の３の３第１項の改正規定並びに附則第２条の規定 令和８年１月１日 

 (2) 附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第３条の規定 令和８

年４月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の三豊市税条例（以下「新条例」という。）第３４条の２

及び第３６条の２第１項ただし書の規定は、令和８年度以後の年度分の個人の市民税

について適用し、令和７年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の２第１項

の規定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親族（同条第１

項第１２号に規定する特定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号及び第３６条

の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限

る。）に係るものを除く。）」とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の

日（以下「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例第３６条の２第１項

ただし書に規定する給与について提出する新条例第３６条の３の２第１項及び第３項

の規定による申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべきこの条例によ

る改正前の三豊市税条例（以下「旧条例」という。）第３６条の２第１項ただし書に規

定する給与について提出した旧条例第３６条の３の２第１項及び第３項の規定による

申告書については、なお従前の例による。 

４ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき所得

税法（昭和40年法律第33号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０

３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」とい

う。）について提出する新条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書について適

用し、１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第３６条

の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課し

た、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１６条の２の２第１項に規定

する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る市たばこ税については、なお従

前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、三豊市税条例第９２条の２第１
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項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同

条例第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条例附則第１６条の２

の２の規定にかかわらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

 (1) 三豊市税条例第９４条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則第１

６条の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の本数に０．

５を乗じて計算した製造たばこの本数 

 (2) 新条例附則第１６条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に０．５を

乗じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数を

切り捨てるものとする。 
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議案第９３号 

  

   三豊市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について 

  

 三豊市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

 

   三豊市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

 

 三豊市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年

三豊市条例第23号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

 (虐待等の禁止)  (虐待等の禁止) 

第12条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用

者に対し、法第33条の10第1項各号に掲げる行為

その他当該利用者の心身に有害な影響を与える

行為をしてはならない。 

第12条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用

者に対し、法第33条の10各号   に掲げる行為

その他当該利用者の心身に有害な影響を与える

行為をしてはならない。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９４号 

  

   三豊市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正について 

  

 三豊市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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三豊市条例第 号 

 

   三豊市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

 

 三豊市風致地区内における建築等の規制に関する条例（平成24年三豊市条例第36号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改正する。 

改正後 改正前 

別表第2(第3条関係) 別表第2(第3条関係) 

1～12 略 

13 略 

 (1)・(2) 略 

 (3) 認定電気通信事業又は有線電気通信設

備を用いて行われるラジオ放送の業務(放

送法第20条の3第9項 に規定するラジオ放

送の業務(共同聴取業務に限る。)をいう。

以下同じ。)の用に供する線路又は空中線系

のうち、高さが15メートル以下であるもの

の新築(有線電気通信設備を用いて行われ

るラジオ放送の業務の用に供する線路又は

空中線系に係るものに限る。)、増築、改築

又は移転 

 (4) 略 
 

1～12 略 

13 略 

 (1)・(2) 略 

 (3) 認定電気通信事業又は有線電気通信設

備を用いて行われるラジオ放送の業務(放

送法第64条第1項第2号に規定するラジオ放

送の業務(共同聴取業務に限る。)をいう。

以下同じ。)の用に供する線路又は空中線系

のうち、高さが15メートル以下であるもの

の新築(有線電気通信設備を用いて行われ

るラジオ放送の業務の用に供する線路又は

空中線系に係るものに限る。)、増築、改築

又は移転 

 (4) 略 
   

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９５号  

  

   財産の取得について（災害用組立トランク型自動ラップ式トイレ）  

  

 次のとおり財産を取得することについて、三豊市議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。  

  

１ 財 産 の 種 類  動産  

２ 取得する財産  災害用組立トランク型自動ラップ式トイレ  

３ 数    量  ９５台  

４ 契 約 の 方 法  指名競争入札  

５ 取 得 価 格  ２５，５２０，０００円  

６ 契約の相手方  高松市伏石町１３４０番地３  

株式会社岩本商会 高松支店  

          支店長 金子 寿一  

  

  

  令和７年９月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第９６号 

  

   財産の取得について（市民センター詫間（仮称）物品） 

  

 次のとおり財産を取得することについて、三豊市議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 財 産 の 種 類  動産  

２ 取得する財産  市民センター詫間（仮称）物品  

３ 内    訳   

品名  数量  

椅子  １６５脚  

会議テーブル  ５９台  

その他物品  一式  

４ 契 約 の 方 法  一般競争入札  

５ 取 得 価 格  １１，７１５，０００円  

６ 契約の相手方  三豊市高瀬町下勝間２３４９番地第１  

          有限会社フジワラ  

          代表取締役 藤原 雅樹  

   

  

 

  令和７年９月８日提出  

  

                         三豊市長 山下 昭史   
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議案第９７号 

  

   財産の取得について（宝山湖公園用地） 

  

 次のとおり財産を取得することについて、三豊市議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。 

  

１ 財 産 の 種 類  土地 

２ 取 得 の 目 的  宝山湖公園用地 

３ 所在地・地目  三豊市山本町神田字時雨乙４８５番４外２８３筆（雑種地外）  

４ 面 積  ２４１，７５３．４４㎡ 

５ 契 約 の 方 法  随意契約 

６ 取 得 価 格  ５８，１０５，３２５円 

７ 契約の相手方  徳島県三好市池田町西山谷尻４２３５番地１ 

独立行政法人水資源機構 

分任契約職 吉野川上流総合管理所長 津久井 正明 

  

  

  令和７年９月８日提出 

  

                            三豊市長 山下 昭史   
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